
林業関係制度金融早見表

（％） （年） （年） （年） （％）

林業基盤整備資金（造林） 林業を営む者、森林組合、農協等 1.85 - 30～55 20～35 80、90 ● ● ● ●

林業基盤整備資金（利用間伐等推
進）

林業を営む個人、法人、
森林組合、森林整備法人

1.70 - 20 20 90、100 ● ● ● ●

森林整備活性化資金
林業を営む者で、林業経営改善計画と
森林整備合理化計画の認定者（注１）

無利子 - 30 20
無利子部分の割合が

2/7、1/2、3/5
● ● ● △

農林漁業セーフティネット資金（林業） 林業経営改善計画認定者等 1.15～1.65 10 10、15 3 － ● ●

林業経営育成資金（森林取得）
林業を営む個人、法人、
森林組合、森林整備法人等

1.15～1.70 10 25、35 25 80、100 ●

林業構造改善事業推進資金
林業を営む個人、法人、
森林組合、森林整備法人等

1.70～1.85 5、10 20 3 80 ● ● ● ●

農林漁業施設資金（共同利用施設） 森林組合、農協等、協同組合 1.70 5 20 3 80 ● ● ● ● ● ●

農林漁業施設資金（主務大臣施設） 林業を営む者、森林組合、農協等 1.70 5 15 3 80 ● ● ● ● ●

林業従事者、木材産業を営む者、
これらの組織する団体等

無利子 - 10 3 100 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● △

1.70、1.90、2.00
（利率上限）（注５）

-
1

（短期資金）
- 100

1.85、2.20、2.40
（利率上限）（注５）

-
5

（長期資金）
1 100

債
務
保
証

農林漁業信用基金に出資する
林業者・木材産業者等（注４）

<保証料率>
0.15～1.80

<最大保証期間>
設備資金
10～15

運転資金
1～5

<保証割合>
原則80

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

利
子
助
成

林業経営改善計画又は合理化計画の
認定を受けた林業者等、経営管理実施
権の設定を受けられるとして公表されて
いる林業者等又は自然災害の被害等を
受けた林業者等

借入金利を
最大2％まで

助成
10 - - ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

●及び△は融資、○は債務保証、▲は利子助成となります。また、本表中の各資金の利率は、令和７年１月１日現在のものです。
（注１） 林業基盤整備資金（造林又は利用間伐推進）を併せて借りる方が対象となります。
（注２） 債務保証の対象は、民間金融機関からの借入れに限られます。
（注３） 利子助成の対象は、一部を除き、公庫資金の借入れに限られます。
（注４） 具体的な対象業種は、造林・育林業者、素材生産業者、木材・木製品製造業者、種苗生産者、きのこ生産者、森林組合、木材製品利用事業者、木材卸売業者、木材市場開設者等です。
（注５） 資金メニューごとに、上限以下で各都道府県が利率を設定します。事業体の規模等によって上限利率が変わります。
（注６） 災害時に利用可能な制度のうち△については、使用目的が制度の要件に合致しているといった条件や、それぞれの制度の利用にあたって計画の認定の取得が要件となるので、緊急の利用には応えられない場合があります。
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資金名等

木材産業等高度化推進資金 ●

作
業
道
を
整
備
す
る

森林所有者、森林組合、素材生産業を
営む者、木材製造業を営む者、木材製
品利用事業者、市場開設者等で合理化
計画、木安法事業計画等の認定者
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このような資金・制度が
あります。


